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 新型コロナウイルス感染対策にご尽力いただいていることに対し敬意を表します。 

私たちは、民間の医療機関、医師・歯科医師、医療・介護の労働組合などで組織する団体の

連絡会です。COVID-19 対応に直面し、昼夜を分かたず奮闘を続けていますが、医師・看護師

をはじめとした人員不足、衛生材料や医療機器不足の中で、困難を極めています。この状況

は、直接感染症患者を受け入れた医療機関のみならず、感染拡大の中で、すべての医療機関

が対応に追われている状況です。「医療崩壊」の危機が差し迫っている中で、国及び自治体か

らの強力な支援が緊急に必要な事態となっています。そのような認識を共有していただき、

医療・介護現場からの緊急要請に対し、速やかにご対応いただくことを切望します。 

 

１．医療・介護・福祉などの確保と感染拡大防止に向けた体制確立について 

（１）COVID-19 による重症者に対応する病床を確保すること。 

①感染症病床の増床及び、病床確保に協力する医療機関への十分な補償を行うこと。 

②医療機関の役割分担と病床確保に向けたネットワークを、医師会や医療機関任せにす

ることなく、国と自治体の責任で構築すること。 

（２）人工呼吸器、人工心肺等の増産を図ること。集中治療体制の崩壊を阻止するため、マ

ンパワー確保への協力体制・ローテーション構築を国や自治体が支援し、協力体制確

保への助成や専門スタッフ緊急養成とそのための研修等にかかわる体制整備と補償を

行うこと。 

（３）無症状や軽症者の病院外での経過観察や、帰国者・濃厚接触疑いケースも含め、それ

ぞれの経過観察場所の確保を図ること。また、経過観察場所の確保に向けた協力施設

等への経費補填を行うこと。 

（４）PCR 検査実施体制の拡充を速やかに行うこと。 

①PCR 検査の抜本的な拡大を図るとともに、医師の判断のもと保険診療で迅速に実施で



きるように整備し、協力医療機関への支援強化を行うこと。 

  ②COVID-19 スクリーニング・トリアージ専門外来を設置すること。 

③検査所などの拡大については、専門家の意見に沿って方針を立てたうえで設置するこ

と。 

④新型コロナウイルス抗原検査・抗体検査についても早急に保険・公費負担対象とし、

精度向上を図ること。 

（５）COVID-19 対応医療機関等に対して、院内感染防止対策強化を図るための財政支援を行

うこと。また、すべての医療・介護・福祉などの事業所に対して、感染防止に必要な資

材の十分な供給確保を図ること。感染防止対策として、無症状の職員に対する新型コ

ロナウイルス検査を公費負担とすること。 

（６）専門外来・検査所等の設置に協力する医療機関への補助（マンパワー提供に伴う経費

補填や損失補填）を行うこと。 

（７）患者への対応によって感染した職員及び、職員間の感染については、労働災害を適用

すること。 

（８）COVID-19 感染判明者または疑いのある者が医療機関に受診し、その後の診療休止に伴

う医療従事者の自宅待機については、100％休業補償または要件にかかわらず助成金の

対象とすること。 

（９）COVID-19 感染判明者または疑いのある者について、国が責任をもって医療機関や経過

観察場所等へ移送すること。移送にかかる費用は公費で賄うこと。 

（10）COVID-19 対応にかかわり医療機関が一時的に診療報酬の施設基準及び研修要件を満た

さない場合、経過措置として基準緩和を拡大すること。 

（11）治療薬・ワクチン開発を国として責任をもってすすめること。 

（12）COVID-19 感染による入院治療以外の治療・経過観察に伴う患者の自己負担を免除する

こと。また、休業を余儀なくされた方の 100％休業補償と経費補填を行うこと。 

（13）感染症対策の基本は、感染者を潜伏させないことにある。従って、新型コロナウイル

スの感染の疑いに限らず、無保険者や在留外国人を含め、国内のすべての方が受診・

検査を受けられるようにすること。また、国保資格証明書の交付を止め、通常の国保

証をすべての加入者に届けること。患者負担増計画を止め、窓口負担の引き下げを行

うこと。 

 

２．国民への啓発活動について 

（１）医療従事者に対する国民の偏見や差別を根絶するため、国民に対する啓発を行うこと。

また、風評被害への対策強化・相談窓口の設置を行うこと。 

（２）外出自粛中の健康状態を維持できるよう運動不足解消へ向けたとりくみを、国民に対

して具体的に広く呼び掛けること。 

（３）ＤＶ予防やメンタルヘルスに関する啓発を行うこと。 

 

３．「三密」回避のための事業休止等に伴う損失補償について 



密閉・密集・密着を回避するため休止・縮小する全ての事業に対する損失補償、経費補填

を行うこと。 

 

４．COVID-19 拡大の影響にともなう収入減等に対する補償について 

（１）全ての中小零細企業・個人に対して、欧米並みの補償を行うこと。また、税・社会保障

負担・公共料金等の減免を実施すること。 

（２）全ての医科・歯科医療機関及び介護施設、福祉施設等において新型コロナウイルス感

染拡大による赤字を公費で補填し、医療・介護、障害者施設等の提供が継続できるよ

うにすること。 

 

５．保健所機能を抜本的に強化すること 

感染症対策の人員配置の強化を含め、保健所機能の強化を行うこと。また、保健所の統廃

合方針を改め、保健所管轄範囲を適正な規模に見直すこと。 

 

６．公立・公的医療機関の再編・統合に向けた「再検証要請通知」を撤回すること 

（１）1月 17 日に都道府県に対して通知された「再検証要請」は撤回すること。 

（２）再検証要請の根拠とされた「診療実績データの分析」自体を白紙に戻すこと。 

 

７．地域医療構想の抜本的な見直しを行うこと 

（１）COVID-19 の拡大で医療確保が焦眉の緊急課題となるなか、地域医療構想（2016 年度策

定）に基づく「13 万床病床削減」は直ちに中止すること。 

（２）2015 年 3月末に発出された「地域医療構想策定ガイドライン」は、今回の COVID-19 の

急速な世界規模の拡大といった事態は一切想定されていないことから、近年繰り返し

発生する新型感染症の危機に備えるため、病床削減を進める「地域医療構想」を抜本

的に見直すこと。 

 

８．地域医療構想を前提とした医師・看護師需給計画を抜本的に見直すこと 

（１）新型感染症の蔓延により、医療現場を支える医師・看護師などに極めて過酷な労働が

強いられ、医療従事者の疲弊から「医療崩壊」へ至ることが明らかとなるなかで、医

師・看護師をはじめとする医療従事者を大幅に増やすため、地域医療構想を抜本的に

見直すこと。 

（２）病床の再編・縮小に合わせた医師数の抑制や、都市部からの移動で医師偏在を解消す

るとする「三位一体改革」（地域医療構想、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革）

は、平時でも「医療崩壊」をもたらしかねないことから、現下の感染症蔓延の危機をふ

まえ、抜本的に転換すること。 

以上 


